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　令和５年度決算額 （単位：円）　　

総事業費 臨時交付金
充当額

国庫補助額 その他
（一般財源や
補助対象外

経費等）

1
令和5年度鹿嶋市価格高
騰緊急支援給付金

生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯　（6900世帯） R6.2 R6.3  472,755,984  472,755,984  -  - 

給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　
6,646世帯×70千円=465,220千円
事務費　　7,535,984円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費
（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　
人件費　として支出]

個人住民税非課税世帯に対し迅速に給付金を支
給することで，当該世帯の負担軽減に繋がった。

2

住民税均等割のみ課税世
帯等支援給付金事業（住
民税均等割のみ課税世帯
給付金）

生活福祉課

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支
援を行うことで、生活の維持に資する。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③R5年度の住民税均等割のみ課税世帯　1,700世帯 R6.3 R6.3  157,620,344  157,620,344  -  - 

給付費　＠100千円×1,549世帯＝154,900千円
事務費　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料
等）、業務委託料、使用料及び賃借料、人件費等
として　2,720,344円
　 ※事務費は、こども加算と按分

個人住民税均等割のみ課税世帯に対し迅速に給
付金を支給することで，当該世帯の負担軽減に繋
がった。

3
住民税均等割のみ課税世
帯等支援給付金事業（非
課税世帯等児童給付金）

生活福祉課

①物価高が続く中で住民税非課税等の低所得世帯への
支援を行うことで、生活の維持に資する。
②住民税非課税及び均等割のみ課税世帯に属する児童
数に応じたの給付金及び事務費
③R5年度の住民税非課税等の世帯に属する児童　
1,150人
※世帯数及び事務費の一部は、計算シートに基づく仮の
ものが含まれる。

R6.3 R6.3  46,146,434  46,146,434  -  - 

給付費　＠50千円×907人＝45,350千円
 事務費　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料
等）、業務委託料、使用料及び賃借料、人件費等
として　796,434円
　 ※事務費は、均等割のみ課税世帯と按分

個人住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世
帯のうち，18歳以下の児童がいる世帯に対し迅速
に給付金を支給することで，当該世帯の負担軽減
に繋がった。

4
新１年生入学祝い品支給
事業

総務就学課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているな
か、新たに小学校に入学する児童にランドセルを支給する
ことで、子育て世帯を支援する。
②新たに小学校へ入学する児童に支給するランドセル購
入費
③新たに小学校へ入学する児童を持つ保護者

R6.1 R6.3  9,256,500  9,000,000  -  256,500 

17,000円×495人×1.1＝9,256,500 物価高騰の中、新小学１年生にランドセルを支給
することで子育て世帯を支援することができた。

5 準要保護児童援助費 総務就学課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているな
か、準要保護児童生徒の就学援助として学用品費等の
支援することで、子育て世帯を支援する。
②準要保護児童生徒の就学援助として学用品費等
③準要保護児童生徒の保護者

R5.4 R6.3  4,779,442  4,700,000  -  79,442 

学用品費等（新入学学用品費・学用品費・通学用
品費・校外活動費・修学旅行費・オンライン通信
費）　

4,779,442円　（190人）

就学援助として学用品費等の支給をすることで物
価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減す
ることができた。

6 準要保護生徒援助費 総務就学課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているな
か、準要保護児童生徒の就学援助として学用品費等の
支援することで、子育て世帯を支援する。
②準要保護児童生徒の就学援助として学用品費等
③準要保護児童生徒の保護者

R5.4 R6.3  11,145,416  10,996,000  -  149,416 

学用品費等（新入学学用品費・学用品費・通学用
品費・校外活動費・修学旅行費・オンライン通信
費）　

11,145,416円　（141人）

就学援助として学用品費等の支給をすることで物
価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減す
ることができた。

7
令和5年度鹿嶋市子育て
応援チケット支給事業

こども相談課

①エネルギー・食料品価格等、物価が高騰しているな
か、18歳までの子を持つ家庭に商品券を支給すること
で、子育て世帯を支援する。
②商品券原資及び通知、支給等に係る事務費等
③18歳までの子及びその保護者

R5.12 R6.3  35,678,420  34,300,000  -  1,378,420 

子育て世帯応援商品券事業委託料等　
35,678,420円
　・商品券利用額　26,783,915円
　・事務費（事業委託料）　8,085,914円×1.1＝
8,894,505円

約2,700万円使用されたため，経済活性化に大い
に貢献した。
2,700万のうち約2,500万円がスーパーや小売店，
飲食店で使用されたため，子育て世帯へ食料品
価格等，物価高騰に対し支援することができた。

8
令和5年度鹿嶋市公共交
通事業者支援給付金

政策推進課

①エネルギー・食料品価格等が高騰しているなか、市内
路線バス及びタクシー事業者へ、燃料費等物価高騰分
を補助することで、公共交通を担う事業者を支援する。
②市内公共交通事業者への燃料費等物価高騰分に対
する補助金
③市内公共交通事業者

R5.12 R6.3  6,240,000  6,200,000  -  40,000 

補助金　6,240千円
　・バス　@300,000×14台（2者）＝4,200千円
　・タクシー　@30,000×68台（5者）＝2,040千円

バス事業者及びタクシー事業者に対し支援給付金
を支給し、路線及び運行体制の維持が図られた。
・コミュニティバス・鹿行広域バス利用者：0.3割増
・デマンドタクシー利用者：0.2割減

9
令和5年度農業肥料・飼
料高騰対策事業補助金

農林水産課

①エネルギー・食料品価格等が高騰しているなか、高騰
する肥料費及び飼料費を補助することで、農業者を支援
し、農業経営の継続・安定化を図る。
②肥料費及び飼料費の高騰分に対する補助金
③市内に住所又は本拠を有する認定農業者又は認定新
規就農者

R5.12 R6.3  1,664,000  1,600,000  -  64,000 

補助金　1,664千円
　・肥料　高騰分の1/3以内又は限度額50千円×
37人＝1,254千円
　・飼料　高騰分の1/3以内又は限度額150千円
×3人＝410千円

市内の農業者の農業経営の継続・安定化が図ら
れた。
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10
下水道事業電気料金・資
材価格等高騰分補助

下水道課

①電気料金をはじめとしたエネルギー価格の高騰を受け
て、公共施設の光熱水費等の増加や、資材価格等が高
騰している。この高騰分に充当することで、安定的な市民
サービスを提供する。
②下水処理に係る電気料金及び工事に係る資材、人件
費等の高騰分
③鹿嶋市下水道事業 R5.4 R6.3  10,000,000  9,500,000  -  500,000 

高騰分（30,200千円）のうち、10,000千円
　電気料：（R5実績）43,839千円-（R3実績）
40,976千円＝2,863千円
　資材等：（R5実績)136,347千円-(R3相
当)109,010千円＝27,337千円
　※その他の財源（500千円）は、企業会計内資金
（500千円）で対応

資材高騰の影響を受けることなく，整備計画に基
づく事業執行ができた。
エネルギー価格が高騰する中であるが、下水道使
用料を維持することで、生活者の負担増を押さえる
ことができた。
・現在の使用料　（税込）
基本料金：10立米まで1,320円
超過料金：　148.5円/立米（～20立米）
　159.5円/立米（～50立米）
　170.5円/立米（～100立米）
　187.0円/立米（101立米～）

11
水道事業資材価格等高
騰分補助

財政課

①エネルギー価格、物価高騰の影響を受け、資材価格
等も高騰している。この高騰分に充当することで、安定的
な市民サービスを提供する。
②工事費に係る資材、人件費等の高騰分
③鹿嶋市水道事業

R5.4 R6.3  10,000,000  9,500,000  -  500,000 

高騰分（236,473千円）のうち、10,000千円
　　（R5)2,135,033千円－(R3相当)1,898,560千
円＝236,473千円
　※その他の財源（226,473千円）は，企業会計内
で対応

エネルギー価格や資材価格等の高騰の影響を受
ける水道事業に対し，物価高騰分の一部を補助す
ることで，水道料金を維持しつつ、生活基盤を支え
る企業会計の安定的な運営に資することができ
た。

12 プレミアム付商品券事業 商工観光課

①エネルギー・食料品価格等物価高騰の影響を受けて
いる市民と、同じく消費が落ち込み経営に大きな影響を受
けている市内事業者を支援する。さらに、市内事業者の
デジタル化を推進する。
②プレミアム付商品券（紙と電子併用）の発行に係る経費
③鹿嶋市民及び市内事業者 R5.7 R6.3  53,796,567  17,000,000  35,797,000  999,567 

53,796,567円（プレミアム分23,400,000円＋発行
事務委託費30,396,567円）
・販売数：26,000（計画26,000）セット（1セット
5,000円で販売）
・市内地域消費額：155,639千円（計画は156,000
千円，使用率99.8%）

1万人以上の市民に商品券を購入・使用してもらう
ことで、多くの市民の生活支援に繋がったとともに、
総額約156,000千円分の地域消費を生むことによ
り、市内事業者の支援にも繋がった。
また、これまでの紙商品券では細かい効果検証が
困難であったが、発行する商品券の大半をデジタ
ル商品券としたことで、いつ、どのくらい売上があっ
たというデータが取扱店でも把握できるようになった
ため、そのデータに基づいて新たな販促方法を検
討できるようになるなど、市内事業者のDX化にも寄
与できた。


